
平成21年3月期 決算短信 
平成21年5月11日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 株式会社サイバー・コミュニケーションズ 上場取引所 東 

コード番号 4788 URL http://www.cci.co.jp
代表者 （役職名） 取締役兼代表執行役社長 （氏名） 長澤 秀行

問合せ先責任者 （役職名） 執行役最高財務責任者 （氏名） 八重樫 真樹 TEL 03-5425-6111
定時株主総会開催予定日 平成21年6月25日 有価証券報告書提出予定日 平成21年6月25日

配当支払開始予定日 ―

1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 68,232 31.8 284 △72.9 327 △64.8 △1,121 ―

20年3月期 51,762 6.0 1,048 △27.1 929 △32.4 611 101.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △2,175.35 ― ― 1.8 0.4
20年3月期 1,186.77 1,182.64 8.1 5.4 2.0

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  57百万円 20年3月期  △126百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 19,114 7,321 32.2 11,870.43
20年3月期 17,109 7,753 42.8 14,195.14

（参考） 自己資本   21年3月期  6,148百万円 20年3月期  7,316百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 729 △2,661 1,495 535
20年3月期 517 △1,856 △176 783

2.  配当の状況 

※次期の配当については、今後(株)電通と協議がなされる予定であり、現時点では未定です。 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 200.00 200.00 103 16.9 1.4
21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

22年3月期 
（予想）

― ― ― ― ― ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
 当社は、(株)電通による当社株券等の公開買付けの実施及び今後行われる株式交換により(株)電通の完全子会社となる予定です。その後の事業計画
については今後協議がなされる予定であるため、次期の見通しについては算定することが困難であります。 
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

〔(注) 詳細は、21ページ(6)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」26ページ(7)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の
変更」をご覧ください。〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、42ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 517,995株 20年3月期 515,458株

② 期末自己株式数 21年3月期  14株 20年3月期  14株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

 
2. 22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日）  
 当社は、(株)電通による当社株券等の公開買付けの実施及び今後行われる株式交換により(株)電通の完全子会社となる予定です。その後の事業計画
については今後協議がなされる予定であるため、次期の見通しについては算定することが困難であります。 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 48,767 10.5 695 △52.9 716 △51.7 △1,545 ―

20年3月期 44,117 8.2 1,476 △5.0 1,484 △8.2 1,009 117.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △2,996.72 ―

20年3月期 1,959.70 1,952.89

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 16,249 6,317 38.9 12,196.77
20年3月期 15,934 7,909 49.6 15,344.95

（参考） 自己資本 21年3月期  6,317百万円 20年3月期  7,909百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 当社の普通株式は、平成21年２月２日から平成21年３月16日までを買付期間とした(株)電通による公開買付けの実施により、(株)電通の保有する割合
は、従前からの保有分を合わせ平成21年３月31日現在で発行済株式総数の86.0%となっております。 
 また今後、当社は株主総会における承認決議を条件として、(株)電通との株式交換により(株)電通の完全子会社となることを予定しております。その場合
は、当社の普通株式は所定の手続きを経て上場廃止となる見込みです。 
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・当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、アメリカの金融危機に端を発した世界経済の減速を背景

に、個人消費の冷え込みと、需給ギャップの拡大等により、国内企業の収益や雇用情勢が急速に悪化

し、景気の動向は極めて厳しいものとなっております。 

 平成20年の日本の総広告費につきましては、㈱電通発表の「日本の広告費」によると、前年比4.7％

減の6兆6,926億円と５年ぶりに減少となりました。一方で、当企業集団の主要な事業領域であるインタ

ーネット広告費につきましては、成長速度は緩やかになったものの、同発表によると前年比16.3％増の

6,983億円となり、新聞広告に迫る市場規模となりました。 

 このような経営環境のもと、当企業集団は子会社の再編等グループ強化施策に取組み、インターネッ

ト広告を中心としたデジタルマーケティング分野に注力してまいりました。 

 その結果、売上高は、68,232百万円（前年度比31.8％増）となりましたが、利益率の低い商品の構成

比が高まったことや、媒体買切損失の発生等により、営業利益は284百万円（同72.9％減）、経常利益

は327百万円（同64.8％減）となりました。また、第２四半期連結会計期間に計上した子会社の固定資

産の減損及びのれん一括償却等の影響により当期純損失は1,121百万円（前期は611百万円の当期純利

益）となりました。 

  

 （媒体種別の売上高内訳）               （単位：百万円未満切捨、％） 

 
※ ウェブ広告    ：主にパソコンのウェブサイト上に表示されるバナー広告、テキスト広告、 

             リッチメディア広告など 

   リスティング広告※：パソコン上のキーワード検索サービスで表示される広告 

   モバイル広告   ：携帯電話端末を利用したインターネット上で展開される広告 

             （含むモバイルメール広告、モバイルリスティング広告） 

   メール広告    ：パソコン上で使われる電子メールを利用した広告 

   その他      ：販売促進支援事業及び上記付随サービスや、それ以外の広告に関するもの 

※ 従来、媒体別種別に関しては、「ウェブ広告」「メール広告」「モバイル広告」「その他」の４つの種別で記載

しておりましたが、「ウェブ広告」及び「その他」に含まれておりました「リスティング広告」の取扱高が大

きくなったため、第１四半期連結会計期間より「リスティング広告」の種別を加え、５つの種別で開示してお

ります。 

なお、前連結会計年度の「ウェブ広告」及び「その他」の数値は今回変更した基準にもとづいて従来の開示数

値から「リスティング広告」を差し引いております。 

 

 主力であるインターネット広告分野のうち、ウェブ広告においては、費用対効果を重視する広告主に

よるターゲティング広告や、多彩な表現手法を用いたリッチ広告の取扱い拡大に加え、㈱電通及び㈱オ

プトとの協業体制の開始に伴い、両社からの受注が順調に拡大したことにより、ウェブ広告売上高は

42,609百万円（同3.7％増）となりました。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

当連結会計年度

対前期増減率

前連結会計年度

自 平成20年４月１日 自 平成19年４月１日

至 平成21年３月31日 至 平成20年３月31日

金額 構成比 金額 構成比

ウェブ広告 42,609 62.5 3.7 41,088 79.4

リスティング広告 13,573 19.9 741.7 1,612 3.1

モバイル広告 5,891 8.6 147.0 2,385 4.6

メール広告 1,442 2.1 △21.8 1,845 3.6

その他 4,715 6.9 △2.4 4,830 9.3

合計 68,232 100.0 31.8 51,762 100.0
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 リスティング広告においては、インターネット広告市場において成長を続けている分野であることに

加え、㈱電通サーチ＆リンクの㈱オプトからのリスティング広告業務の受注が開始されたことにより、

リスティング広告売上高は大幅に拡大し13,573百万円（同741.7％増）となりました。 

 モバイル広告においては、CGMやSNSコンテンツの利用者が若年層を中心に増加するなど成長を続けて

いる市場であることに加え、㈱ディーツーコミュニケーションズとの協業により売上高が順調に伸びた

結果、モバイル広告売上高は5,891百万円（同147.0％増）となりました。 

 メール広告においては、広告主の出稿がウェブ広告及びモバイル広告に集中する傾向が続くととも

に、平均受注金額の低下により、メール広告売上高は1,442百万円（同21.8％減）となりました。 

 その他分野においては、連結子会社の㈱インストア・コミュニケーションズ及び㈱スリーピーの株式

売却により、第４四半期連結会計期間から同２社が連結対象から外れたため、その他売上高は4,715百

万円（同2.4％減）となりました。 

  

・次期の見通し 

当社は、㈱電通による当社株券等の公開買付けの実施及び今後行われる株式交換により㈱電通の完全

子会社となる予定です。その後の事業計画については今後協議がなされる予定であるため、次期の見通

しについては算定することが困難であります。 

  

・中期経営計画等の進捗状況 

当企業集団は、平成19年４月５日に公表した３ヵ年の中期経営計画を見直し、新たに平成21年１月30

日に５ヵ年事業計画を公表いたしましたが、同日に公表された㈱電通による当社の完全子会社化の方針

等によりもたらされる事業シナジーについては考慮せず、公表時点で入手可能な情報に基づき当企業集

団のグループ経営資源と経営体制を前提として将来の予測を行ったものであり、潜在的なリスクや不確

定要素を含んだものとなっております。 

 今後の経営方針及び事業計画については、㈱電通による完全子会社化後の電通グループのデジタル領

域の再編等を視野に入れ、改めて協議する予定となっております。 
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①資産、負債及び純資産の状況 

 （資産） 

 流動資産は、前連結会計年度に比べて、3,245百万円増加し、15,166百万円となりました。これは、

主として受取手形及び売掛金が2,877百万円、短期貸付金が867百万円それぞれ増加し、現金及び預金が

275百万円、前渡金が199百万円それぞれ減少したことによるものです。 

 固定資産は、前連結会計年度に比べて、1,240百万円減少し、3,948百万円となりました。これは、主

として投資有価証券が32百万円、繰延税金資産が271百万円それぞれ増加し、ソフトウェアが295百万

円、ソフトウェア仮勘定が198百万円、のれんが1,046百万円それぞれ減少したことによるものです。 

 （負債） 

 流動負債は、前連結会計年度に比べて、2,449百万円増加し、11,787百万円となりました。これは、

主として買掛金が2,427百万円、短期借入金が167百万円、未払消費税が209百万円それぞれ増加し、そ

の他未払金が329百万円、前受金が107百万円それぞれ減少したことによるものです。 

 固定負債は、前連結会計年度に比べて、11百万円減少し、5百万円となりました。これは、主として

長期リース未払金が5百万円増加し、長期借入金が17百万円減少したことによるものです。 

 （純資産） 

 純資産は、前連結会計年度に比べて、432百万円減少し、7,321百万円となりました。これは、主とし

て少数株主持分が735百万円増加し、利益剰余金が1,224百万円減少したことによるものです。 

  

 ②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

247百万円減少し535百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、獲得した資金は729百万円（前連結会計年度は517百万円の獲得）となりました。こ

れは売上債権の増加による2,631百万円の減少、仕入債務の増加による2,597百万円の増加、未払消費税

の増加による193百万円の増加、法人税等の支払による385百万円の減少などが主な要因です。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は2,661百万円（前連結会計年度は1,856百万円の使用）となりまし

た。これは無形固定資産取得による支出1,259百万円、貸付による支出7,838百万円、貸付金回収による

収入7,037百万円、子会社株式取得による支出228百万円、子会社株式の売却による支出203百万円など

が主な要因です。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、獲得した資金は1,495百万円（前連結会計年度は176百万円の使用）となりました。

これは少数株主からの払込による収入1,564百万円、配当金支払101百万円などが主な要因です。 

(2) 財政状態に関する分析 
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
 自己資本比率：自己資本/総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 

 (注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

 (注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

 (注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

 (注４)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての資産を対象として 

    います。 

  

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率(％) 49.0 43.3 45.2 42.8 32.2

時価ベースの自己資本比率
(％)

632.6 1,522.1 300.1 178.4 98.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

― 10.7 6.5 5.0 24.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

― 757.1 475.4 162.6 4,243.5
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当社は、株主の皆様への利益還元を重要な課題のひとつとして認識し、これまで企業価値の増大に努

めるとともに、利益還元と将来の事業展開のための内部留保のバランスを考慮した配当を実施してまい

りましたが、平成21年１月30日に公表のとおり㈱電通による当社の完全子会社化を目的とした公開買付

けの実施及びその後に予定されている株式交換にあたり、公開買付けに応募する株主と応募しない株主

との間に経済的価値の差異が生じる可能性があり、公平性を確保するために、当期の期末配当を行わな

いことといたしました。 

 次期の配当については、今後㈱電通と協議がなされる予定であり、現時点では未定です。 

当企業集団の事業等のリスク要因となる可能性のある主な事項を以下に記載いたします。また、発生

の可能性の低い事項や外部の環境要因に関わる事項についても投資家の投資判断上重要と思われる事項

については積極的に開示しております。当企業集団は以下に記載するリスクを認識し、その発生の予防

および発生した場合の対応に努める方針です。 

① 当企業集団の事業について 

（メディアレップ事業について） 

 当事業は、インターネット媒体社から広告枠の販売を委託され、広告会社を通じて広告主に広告枠を

販売する業務であり、当企業集団の主力事業です。当企業集団は、媒体社と広告会社双方のニーズに基

づいた広告商品の企画・開発、広告ソリューションの提供、新しい広告手法の提案等により、当事業の

付加価値を更に高めていく方針ですが、当企業集団の想定の範囲外におけるインターネット広告技術の

革新や、メディアレップを必要としないビジネスモデルの成立等により、今後の事業計画及び経営成績

に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当事業において媒体社から広告の掲載枠を一定期間一定価格で買い取るという買取保証契約を

締結する場合があり、見込み違いなどの要因により買い取った広告枠が計画どおりに販売できない場

合、損失を被る可能性があります。  

（広告業務について） 

 当企業集団は、取扱う媒体、広告主及びその広告内容については、インターネット広告推進協議会が

定めた基準を始めとして各種団体のガイドライン等のほか、独自の取り扱い基準を定めておりますが、

業務上人為的な確認ミスが重なることなどによって審査基準を満たさない広告が掲載された場合、賠償

や被害負担等による費用の発生や、当企業集団への信頼低下によって業務へ影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 また、広告配信業務においては、想定外の広告媒体のユーザーアクセス数の急低下やシステム上もし

くはネットワーク上に問題が発生した場合に広告主の機会損失を負担する可能性があります。 

（個人情報の管理について） 

 当企業集団はマーケティング目的でアンケートを実施する際、または電子商取引サイトを通じて個人

情報を入手することがあります。 

  当企業集団においては、電通グループの取り組みとしてそれぞれ情報セキュリティマネジメントシス

テム(ISMS)の国際規格「ISO/IEC27001:2005」及び「JISQ27001:2006」のグループ認証を取得してお

り、個人情報を含む情報全般の取扱いに関して管理体制の確立と情報管理の徹底を図っております。し

かし、当該情報管理になんらかの瑕疵が生じ、これらの情報が外部に漏洩した場合、損害賠償請求や行

政機関からの是正勧告を受ける可能性があり、加えて当企業集団に対する信頼低下が想定され、業績に

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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影響を与える可能性があります。 

② 事業環境について 

（インターネット広告市場について）  

 平成21年２月23日に㈱電通により発表された「日本の広告費」によると、平成20年のインターネット

広告費は6,983億円（前年比16.3％増）となり、引き続き市場の拡大が持続しております。しかし、今

後の市場の拡大については景気の影響を受けやすく、経済状態の変化によっては予測どおりに市場が拡

大せず、当企業集団の業績が左右される可能性があります。また、インターネット上における犯罪の深

刻化等により、インターネットに対する信頼が低下した場合には当企業集団の事業活動に深刻な影響を

及ぼす可能性があります。 

（法的規制について） 

 現在、当企業集団が運営するインターネット関連事業において、その業務を大幅に制限する公的な規

制は存在しませんが、これらに関する各種規制が制定または改正された場合、その内容によっては当企

業集団の事業に重大な影響が生じる可能性があります。 

（競合会社について） 

 インターネット広告業界においては広告商品や技術の陳腐化のスピードが速く、常に新しい広告商品

の開発やマーケティングソリューションが求められております。当社は現在メディアレップ最大手とし

てのポジションを確立しておりますが、将来において現在の競合他社もしくは新規参入者による当社が

追随し得ない革新的な商品の開発及び投入によって業界勢力図が塗り替えられる可能性は否定できませ

ん。 

（特定取引先への依存について） 

 メディアレップ事業においては、広告枠の仕入先については有力ポータルサイトを運営する媒体社

が、販売先については親会社及びその関連会社が重要なシェアを占めております。当社における取扱高

は、各々の業界における強い競争力に相応した額となっております。しかし、予想し得ないなんらかの

要因により、前述の主要取引先が急速に競争力を低下した場合や、取引条件等に変化があった場合に

は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 会社組織について 

（特定人物への依存について） 

 当企業集団の取締役および執行役は、経営戦略、商品戦略、開発戦略等の立案能力、広告業界におけ

る高度な専門的知識や経験を有しており、当企業集団の経営に重要な役割を果たしております。これら

の者が当企業集団から退職した場合、後任の選任に関して深刻な問題が生じる懸念があり、業績に重要

な影響を及ぼす可能性があります。 

（人材の確保について） 

 当企業集団において今後の成長戦略を遂行させるためには、優秀な人材の確保と育成が最も重要な課

題のひとつであると認識しております。しかし採用の不振や退職者の増加等により優秀な人材が確保で

きない場合には当企業集団の事業戦略の遂行に支障が生じる可能性があります。 

④連結対象子会社について 

（㈱クライテリア・コミュニケーションズ） 

 同社は、アドネットワーク「ADJUST」を中心とした、アドマーケットプレイス事業を担う戦略的子会

社でありますが、計画通りに事業が進捗しない場合には当企業集団の収益計画ならびに事業戦略の修正

を余儀なくされることが考えられます。 
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（㈱電通サーチ＆リンク） 

 同社は、SEM管理システム「DecideDNA」を利用したサーチマーケティング分野に強みを持ち、インタ

ラクティブ領域を中心とした広告代理店事業を手がけておりますが、想定通り市場が拡大しない場合

や、同社が市場ニーズに的確に対応できない場合には連結業績に影響を及ぼすリスクを抱えておりま

す。 

⑤商用システム及び社内業務システムについて 

 インターネット上のサービスを中心とした事業を展開している当企業集団は、顧客に対してシステム

によるサービスを提供している他、システムを活用して業務の効率化を図っており、企業活動における

システムの重要性は極めて高いといえます。安定的に企業活動を継続するために、商用システム及び社

内業務における基幹システムについては、バックアップシステムの構築等の緊急時対策を講じておりま

すが、ハードウェア・ソフトウェアの不具合、人為的ミス、通信回線の障害、通信事業者に起因するサ

ービスの中断や停止、コンピュータウィルス、サイバーテロのほか、自然災害等によるシステム障害

等、現段階では予測不可能な事由によりコンピュータシステムが機能停止した場合、当企業集団の業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥投融資に係るリスクについて 

 当企業集団は、事業戦略に基づき国内外の有力企業に対して以下のとおり投資をしております。これ

らの投資は当企業集団との事業上のシナジー効果を得ることを目的に行ったものであり、投資に際して

は、経営状況や取引状況、事業計画等を総合的に精査し、内部規定に基づいた意思決定を行ったうえで

投資の可否を決定しております。しかし、それぞれの事業環境の変化ならびに経営状況の変化等によ

り、期待していた効果が得られない可能性があります。また、投資先の企業価値が著しく低下した場

合、当企業集団の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（主な投資先と事業内容） 

 
※上記には子会社及び持分法適用関連会社は含まれておりません。 

  

該当事項はありません。 

会社名 主な事業内容

㈱ビデオリサーチインタラクティブ インターネットオーディエンス測定事業、インターネット広告配信事業等

㈱サイバーウィング インターネット広告の企画販売、同広告配信事業、通信販売事業 等

㈱シーエー・モバイル
モバイルメディア事業、モバイルメディアレップ事業、モバイルコマース事
業、モバイルソリューション事業

㈱テレビ東京
放送法によるテレビジョン放送事業、番組・映像コンテンツの制作・販売、
イベント・映画・ライツ・デジタル事業、他

ＧＭＯアドパートナーズ㈱ 
（旧 ㈱まぐクリック）

インターネット広告関連事業

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等
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